
 

      
 
 
 
   

 組合員及び組合関係各位 
      
  
◯ 令和3年 10月 1日（金)から、政府は全国の関係自治体に発 

令されていた新型コロナウイルス感染症に関する緊急事態宣言 

とまん延防止等重点措置を全て解除しました。解除から1か月 

が経過する今、現在の状況と留意すべき事項を国・県公式ＨＰ 

情報から整理してみました。第22報では、①これまでの経過、 

②現在の状況、③留意すべき事項の3項目をお知らせします。 
      
 
 ◯ 新型コロナウイルス感染症の感染者数が急激に増加した「頂点（ピーク）」を「第〇波」と 

表現することがあります。第5波までを「Yahooニュース」等で整理してみました。 
 
 

＜第 1 波＞ 令和 2 年 4 ⽉下旬をピークとする波〜6 ⽉中旬  
              緊急事態宣言が 7 都県(4/7) → 全都道府県(4/16）に発令など 
 

＜第 2 波＞ 令和 2 年 8 ⽉上中旬頃をピークとする波〜10 ⽉中旬 
東京都等での感染増加（8 月第 1 週ピーク）など 

 
＜第 3 波＞ 令和 3 年 1 ⽉をピークとする波〜2 ⽉末／ 

緊急事態宣言が 4 都県（1/7）, 7 府県（1/13）に発令など 
 

＜第 4 波＞ 令和 3 年 4 ⽉下旬-5 ⽉中旬をピークとする波〜6 ⽉下旬／  
緊急事態宣言が 4 都府県(4/25) → 2 県(5/12)  → 3 道県 (5/16)  
→ 1 県(5/23) に発令など  ※緊急事態宣言が沖縄県だけ 6/21 

  
＜第 5 波＞ 令和 3 年 8 ⽉中旬をピークとする波〜9 ⽉末 

                          新規感染者がピーク(8/20)→静岡県にも発令(8/20〜9/3０)  → 沈静化 →→ 
→ 緊急事態宣言・まん延防止等重点措置の全面解除(9/30) 

 
【令和 3 年 9 ⽉ 30 日（木）】    しかし、10 ⽉を移⾏期間として、段階的に制限を解除していく⽅式です︕  
■ 緊急事態宣言（19都道府県）＝ 沖縄(5/23)、東京(7/12)、埼玉・千葉・神奈川・大阪(8/2)、茨木・ 

栃木・群馬・静岡・京都・兵庫・福岡(8/20)、北海道・岐阜・愛知・ 

三重・滋賀・広島(8/27) 

  ■ まん延防止等重点措置（12県）＝ 石川(8/2)、福島・熊本(8/8)、富山・山梨・香川・愛媛・鹿児島 

(8/20)、高知・佐賀・長崎・宮﨑(8/27) 

 

 

 

 

 

 

1 緊急事態宣⾔が解除された後は︖ 

①  これまでの経過 

－１－ 

  秋空と富士山（安倍川河口で撮影） 

 

新規陽性者数／日  静岡県 東京都 大阪府 （全国） （世界計） 

Ｒ３年７月３１日（土） １５５ ４,０５８ １,０４０ １２,３２８ ７４２,６０８ 

   ８月３１日（火） ５６５  ２,９０９  ２,３４７ １７,６９６ ７１８,８４８ 

    ９月３０日（木）   １７     ２１８     ２６４ １,５６４ ４６６,５５０ 

  １０月３０日（土）    ５       ２３       ４５ ２８３ ３６４,７１１ 

 

（人） 

  

 組合速報 
 コロナ第 22 報 

2021 年 10月 31日（日）16時 
 静岡県消防設備保守点検業 
 協同組合（理事長 西川和宏） 

 
 国の情報は「内閣官房広報室ＨＰ」から︕ 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/kansensh
o/coronavirus.html 
 
静岡県内の情報は「静岡県ＨＰ」から︕ 

http://www.pref.shizuoka.jp/kinkyu/covid-
19.html 



 

 

 

1 令和 3 年 9 ⽉ 28 日（火）／第 77 回対策本部会議の菅総理⼤⾂発⾔ 
 
「 8月半ば過ぎに２万５千人超だった新規感染者数（全国）は千人台に減少。病床利用率は、 

全都道府県で50％を下回り、重症者は9月初旬をピークに減少傾向。一時、全国で13万人超 

の自宅療養者も3万人と減り続ける。これらを踏まえ、19都道府県の「緊急事態宣言」と８県 

の「まん延防止等重点措置」全てを9月 30日付で解除し、飲食等の制限を段階的に緩和する。 

今後は、感染対策と日常⽣活を両⽴していくため、３つの⽅針で取組を進める。 
第１は、医療体制のもう⼀段の整備。 
第２は、着実なワクチン接種の継続。11月までの早い時期に希望者の２回目接種を終える。 

  第３に、日常⽣活の回復。10月 1日以降、当面は、アクリル板の設置や換気などの対策を取 

り、認証飲食店は、都道府県の判断で酒類を提供し営業時間は21時までも可。段階的な緩和を 

行った上で、ワクチンの接種証明や検査結果も活用した更なる措置を検討する。」 

 

2 令和 3 年 10 ⽉ 15 日（⾦）／第 79 回対策本部会議の岸⽥総理⼤⾂発⾔ 
 
「 新内閣発足と同時に、関係３大臣に対策の全体像を指示。これを国民に説明し、国・都道府 

県の連携による取組を加速していく。基本的な考え⽅は、ワクチン、検査、治療薬等の普及による予 
防、発⾒から早期治療までの流れの強化、最悪の事態を想定した次の感染拡⼤への備え。 

  このため、この夏のピーク時に学び、今後、感染力が２倍になった場合にも対応可能な対策 

を策定（必要な病床確保を含む）。強い行動制限を機動的に国民に求める、国の責任で緊急的 

な病床等を確保するための具体的措置など。9月初めに、自宅療養者が13万人に上ったが、再 

発防止のため自宅・宿泊療養者への対応強化、自宅で使える経口治療薬の年内実用化を目指す。 

対策の実行にはＩＴを活用。 

⼀⽅、仕事や⽣活の安全・安⼼を⽀える日常⽣活の回復にも取り組んでいく。第三者認証、ワクチン検 
  査パッケージ等を活⽤した⾏動制限緩和の具体的内容を⽰す。また、電⼦的なワクチン接種証明書の活 
   ⽤⽅法、予約不要の無料検査などの具体的⽅策を明らかにする。10 ⽉中に都道府県との調整を⾏い、 
   11 ⽉早期に対策の全体像を取りまとめる。」 
 

3 令和 3 年 10 ⽉ 6 日（水）／川勝・静岡知事からのメッセージ 
 
「 静岡県は、9 ⽉ 30 日（木）の緊急事態宣⾔（新型コロナウイルス感染症）解除を受け、10 ⽉から 
   感染防⽌対策と社会経済活動の両⽴に向けた取組を始めている。県内では、感染状況と病床使用率 

  が大きく改善（ステージ2・病床占有率約5％）。また、ワクチンの接種率（10/4時点）は、 

  ２回接種が55％。しかし、ウイルスはまだ消滅していない。県民、事業者の皆様には、引き続 

  き、感染防止対策を徹底していただき、感染しない行動・取組をお願い申し上げる。 

  ワクチン接種は、接種開始が遅かった10歳代から30歳代の方の２回目接種率が少し低い。 

  飲食店を対象とする「ふじのくに安全安心飲食店認証」は、現在、急ピッチで、現地調査等 

の作業を進めている。宿泊施設を対象とする「ふじのくに安全安心宿泊施設認証」も同じ。 

  県内観光促進事業である「ＧｏＴｏ Ｅａｔ事業」等は、明後日 10 月８日（金）、事業再開、 

食事券の利用自粛等の要請解除を判断したい。 

    また、県は、10 ⽉ 15 日付けで「新型コロナウイルス対策課」を「新型 
    コロナ対策企画課」と「新型コロナ対策推進課」との 2 つに分け、これまで 
    の「１課・38 人体制」を「２課・40 人体制」と拡充する。今⽉ 10 ⽉は、 
    社会経済活動の本格的な再開に向けた過渡期。医療提供体制の充実 
    を図りながら、認証制度や各種事業を着実に実施していく。」 
 

② 現在の状況 
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  令和3年 9月 28日（火）に、緊急事態措置(宣言)及びまん延防止等重点措置を9月 30日（木） 

をもって終了することとした。措置終了の都道府県では、感染の再拡⼤を防⽌する観点から、対策の緩 
和については段階的に⾏い、必要な対策はステージⅡ（感染漸増段階）相当以下に下がるまで継続すること 
とし、感染の再拡⼤が⾒られる場合には、速やかに効果的で強い感染対策等を講ずる。  
 国⺠は引き続き、「三つの密」を徹底的に避ける、「人と人との距離の確保」、「マスクの着⽤」、「⼿洗いなど 
の⼿指衛⽣」等の基本的な感染対策の実施をお願いする。今後は、ワクチン接種の進捗状況を踏まえ、 

緊急事態措置区域等における行動制限の縮小・見直し等について、「ワクチン・検査パッケージ」 

の技術実証や地方公共団体や事業者等との議論を含め国民的議論を進め具体化を進めていく。 

 

＜ ア 緊急事態措置区域から除外された都道府県 ＞ 
1 外出は、都道府県からの要請に基づき、混雑している場所や時間を避けた少人数での行動、 

   企業における在宅勤務（テレワーク）の推進状況を踏まえた柔軟な働き方への対応、飲食店 

   等に対する時短要請を踏まえた夜間の対応等に協力すること。  
2 帰省や旅⾏・出張など都道府県間の移動は、基本的な感染防止策を徹底し、ワクチン接 

  種を完了していない方は、他の地域への感染拡大防止の観点から検査を受けること。 
  

3 これらのほか、地域の感染状況等に応じ、都道府県知事の判断で、外出・移動の自粛や感 

染が拡大している地域との間の移動の自粛の要請等が行われた場合は協力すること。 
 

4 催物（イベント等）は、緊急事態宣言解除後１か月の経過措置として、都道府県が設定す 

 る人数上限5000人又は収容定員50％以内（ただし、10,000人を上限）のいずれか大きい方 

  どの規模要件等に沿って開催すること。（略） 
 

5 地域の感染状況等を踏まえ、当面、飲食店に対する営業時間の短縮が要請されるの 
 で、協⼒すること。その後、地域の感染状況等を踏まえ、１か月までを目途として、段階的に 

 緩和する。営業時間の短縮要請は、感染対策にしっかり取り組む、一定の要件（第三者認証 

 制度の適用等）を満たした店舗（「認証等適用店」）は21時まで、第三者認証制度の適用店 

 舗以外の店舗は 20時までを基本として、地域の感染状況等に応じ各都道府県知事が判断する。 
    

6 昼営業のスナック、カラオケ喫茶など、飲食を主として業としている店舗でカラオケを⾏う 
  設備を提供している場合、１か月までを目途とし 

て、当該設備の利用は自粛するなど、都道府県の 

要請に従うこと。その上で、地域における感染状 

況やワクチン接種の状況、店舗における感染防止 

策を踏まえ都道府県知事の判断で緩和。（略） 
  

7 事業者は、業種別ガイドラインを遵守すること。 
  

8 路上・公園等における集団での飲酒はしない。 
 

9 事業者は、職場への出勤等について、在宅勤務 

（テレワーク）の活用や休暇取得の促進等職場でも 

ローテーション勤務等を強力に推進する。（略） 
  
10 事業者は、在宅勤務（テレワーク）の活⽤等 
  による出勤者数の 7 割削減の実施状況を自ら 
   積極的に公表すること。 
 

③-1 国⺠の皆さんにお伝えしたいこと －内閣官房ＨＰ転載－ 
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＜ イ ア以外の都道府県 ＞ 
1 外出や移動について 
2 催物（イベント）等について 
3 職場への出勤等について 
  （略）職場における、感染防⽌のための取組（⼿洗いや⼿指消毒、咳エチケット、職員同⼠の距離確 
   保、事業場の換気励⾏、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が⾒られる従業員の出勤自粛、軽 
 症状者に対する抗原簡易キット等を活⽤した検査、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会議 
 の活⽤、昼休みの時差取得、社員寮等の集団⽣活の場での対策等）や「三つの密」や「感染リスクが⾼ 
 まる「５つの場面」」等を避ける⾏動を、実践例も活用しつつ徹底してください。特に職場での「 

  居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注意するとともに、二酸化炭素濃度 

 測定器を設置して換気の状況を確認してください。 

さらに、職場や店舗では、業種別ガイドラインを実践してください。（略） 

4 施設の使⽤等について 
 

 

 

     緊急事態宣⾔解除後、10 ⽉ 1 日から 10 ⽉ 14 日までを「そろりスタート」期間とし、感染再拡⼤の 
 抑制と社会経済活動のゆるやかな再開に向けて取組を実施してきました。10 ⽉ 15 日以降は、感染防 
 ⽌対策を図りつつ、徐々に社会経済活動の正常化を進めるため、県⺠や事業者の皆様におかれては、以 
 下の感染対策に取り組むようお願いします。 

 
１ 県⺠の皆様へのお願い 
・外出する際は、混雑している場所や時間を避け、少人数で⾏動してください。 

・県境を跨ぐ移動は、訪問先（都道府県）感染状況を確認。慎重に判断し⾏動してください。 

・「3密（密閉・密集・密接）」だけでなく、たとえ「1 密」でも避けてください。 
・飲食店を利用する際は、少人数・短時間で、なるべく普段⼀緒にいる人と利⽤。 
 感染対策が十分な店舗を利⽤してください。例︔ふじのくに安全・安⼼(飲食店)認証店など。 

  
２ 事業者の皆様へのお願い 

・業種別ガイドラインによる感染防⽌対策の徹底や、換気や湿度の管理など。 

感染しにくい環境を確保してください。 

・カラオケ設備を提供する場合は、利用者の密を避ける、換気の確保等。 

感染対策を徹底してください。 

・在宅勤務や時差出勤など、人との接触を低減する取組を行ってください。 

・イベントの開催は、県が⽰す開催制限（下記）等を守った上で行ってください。 

 

 

 

 

 

 

  ＜追補＞ 朝日新聞デジタル 2021.10.28（木）14:31 
政府は令和3年10月 28日、新型コロナウイルス感染症対策 

分科会を持ち回りで開き、東京都など27都道府県での大規模 

イベントに求めている。観客数 1 万人の上限を、11 ⽉ 1 日から 
解除する⽅針を決めた。（略）数万人単位の観客を⼊れて開催でき 
るようになる。  

③-2 県⺠・事業者の皆様へのお願い －県ＨＰ転載－ 

以下の「人数上限」又は「収容率」のいずれか小さいほうを限度とする。 

  〇人数上限：5,000人又は収容率50％のいずれか大きい方 

  〇収 容 率：100%以内（大声なし※）または50%以内（大声あり） 

    ※ 大声での歓声、声援等がないことの判断については、実態に照らして、 

個別具体的に判断する。 
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静岡県草薙総合運動場体育館 



 

 
     
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 令和3年2月13日施行の改正「新型コロナウイルス対策の特別措置法（特措法）」で、「緊急事態宣言」下の 

営業時間短縮要請等に応じなかった場合の罰則、新制度「まん延防止等重点措置」が創設された。 

 

 

 

 

 
令和3年8月26日更新 
 ※ 内閣官房がまとめたデータより作成。 
 ※ 「入院率」について、政府の「新型コロナウイルス感染症対策分科会」は、一定の場合には適用 

しないとしている（この場合は非表示）。 
     ※ 病床使用率については、自治体の中にはすぐに受け入れることができる「即応病床数」を元に、 

国とは異なる値を公表しているところもある。 
     ※ 東京都は、国に報告する重症患者用の確保病床数について、2月25日から、都の基準に基づく 

病床数ではなく、国の基準に基づく病床数に変更した。 
     ※ 「病床使用率」や「重症者の病床使用率」等の一部数字は、小数点以下第1位まで表示。 

 参考-1 緊急事態宣⾔とまん延防⽌等重点措置 

 

資料・画像制作：Yahoo! JAPAN 2021.2/10(水) 19:25配信 

ＮＨＫオンライン・ニュース 「特設サイト 新型コロナウイルス」2021.8.27 (金) 15:00 

 参考-2 感染状況の 4 段階（国の基準） 

 

2 ページの上から 
3 ⾏目の「ステージⅡ 
相当以下」とは,この 
領域をいいます。 
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